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〈本年度の実績〉
　本研究が、本年度中に実施した事業は以下のとおりである。なお、この成果は近々、刊行物と
　するほか、シンポジウムという形に発展させ、学外に向け発表する予定である。本研究の実
　施にあたっては5名のRAが参加している。
1．行政組織における危機と危機管理に関する理論化作業
　　主たる担当者：中邨章、谷藤悦史、橋本信之
　　概　　　　要：ルーチン業務を特徴とする行政組織が、非ルーチンな状況である危機に対応
　　　　　　　　するために求められるシステムの確立に関し、その理論的な枠組みの構築作
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　　　　　　　　業を行った。作業経過は、危機管理研究会議にて報告された。2004年度も、
　　　　　　　　継続して作業を行う。5Aに予定しているシンポジウムでは、危機管理の理
　　　　　　　　論化に関するセミナーを、海外の研究者を招聰して行う。
2　危機に関する住民の意識調査
①大学生の意識調査
　　調査実施日：2004年2月23日
　主たる担当者：市川宏雄、谷藤悦史
概 要　大学生が、危機に対してどのようなイメージを持ち、対策を講じているのか
　　を、フォーカス・グループ・インタビュー法を用いて、調査を行った。調査
　　対象は、東京、神奈川、埼玉の1都2県に在住の大学生10名。自宅から通
　　学している大学生と、一人暮らしの大学生では、危機のイメージや対応策に
　　差異があることが明らかとなった。
　＊今後、対象とするグループを変え、サラリーマンや自営業者などの職種別、
　　対象者の居住地域別の調査を実施する。
②東京都板橋区における自営業者・主婦・学生の危機管理に関する意識調査
　　調査実施日：2004年3月12日
　主たる担当者：市川宏雄、中村昭雄
概 要：東京都板橋区に在住、または通勤・通学する市民が、危機に対してどのよう
　　なイメージを持ち、対策を講じているのかを、フォーカス・グループ・イン
　　タビュー法を用いて、調査を行った。調査対象は、東京板橋区に在住または
　　通学する自営業者、専業主婦、学生、計21名。職業属性による危機管理意
　　識の相違は、住民同士のコミュニケ・一・・一ションの機会や場によって大きく変化
　　を受けること、区内の危機管理、防災対策には自営業者が主体的な役割を果
　　たしていることが明らかとなった。
③東京に通勤する会社員の意識調査
　　調査実施日：2004年3月30日
　主たる担当者：市川宏雄
概 要：東京都心部に勤務する会社員が、危機に対してどのようなイメージを持ち、
　　対策を講じているのかを、フォーカス・グループ・インタビュー一一法を用いて、
　　調査を行った。調査対象は、東京都心部に勤務する、会社員6名。想定してい
　　る危機のイメージが、自然災害に関するものが多く、子供がいる参加者の方
　　が比較的多く災害対策に関する情報を持ち合わせていることが明らかとな
　　った。
④住民の危機管理に関するweb調査
　　調査実施日：2004年3月30日～
　主たる担当者：市川宏雄
　　概　　　要：住民の危機管理に関する意識が、居住地域や職業などの属性によってどのよ
　　　　　　　　うに異なるかを調査するため、10都府県から合計1万人を無作為抽出し、
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　　　　　　　　web上でアンケート調査を行った（回答数1064、回答率11％）。その結果、
　　　　　　　　震災や原子力事故など、大きな災害を経験した地域に居住する住民と、そう
　　　　　　　　でない住民との間には、大きな意識差があることが確認された。また、居住
　　　　　　　　年数や居住の形態なども、危機管理意識の差を生み出す大きな要因であるこ
　　　　　　　　　とが明らかになった。
3　地方自治体へのヒアリング調査
①神奈川県小田原市
　　調査実施日：2004年2月18日
　主たる担当者：牛山久仁彦
　　調査の概要：小田原市における危機管理政策に関し、小田原市防災部防災対策課職員に対
　　　　　　　　　して、ヒアリング調査を行った。小田原市は、近い将来に発生すると予測さ
　　　　　　　　れている神奈川県西部沖地震にて、被害を受けると想定されているため、強
　　　　　　　　い危機意識を持っている。調査では、小田原市が想定する危機の内容、それ
　　　　　　　　　ら危機に対するシステム構築に関して、情報の収集を行った。
②神奈川県相模原市
　　調査実施日：2004年2月25日
　　主たる担当者：牛山久仁彦
　　　調査の概要：相模原市における危機管理政策に関し、相模原市都市部都市計画課の職員、
　　　　　　　　総務部防災対策課の職員に対し、ヒアリング調査を行った。相模原市は、過
　　　　　　　　去50年間で人口が8万人から62万人まで急増した自治体であり、まちづく
　　　　　　　　　りと防災政策の観点から、防災計画の見直しを進めている。調査では、危機
　　　　　　　　管理政策における行政と地域住民の連携に関することを中心に、ヒアリング
　　　　　　　　　を行った。なお、前述の、相模原市地域防災計画の改定悸業に関し、2004
　　　　　　　　年度から、相模原市と本センターとの共同研究を行う。相模原市が、この研
　　　　　　　　究の主要対象自治体になる。
　　　　　　　　＊今後、神奈川県内の他の自治体へのヒアリング調査を、継続して実施する。
4　GISによる災害に関するデータベースの構築及びシミュレーション
　　主たる担当者：市川宏雄
概 要：神奈川県内19の市の統計情報や、自然・社会環境の情報を収集し、データ
　　ベースを構築した。また、これらの情報を、GIS（地理情報解析システム）
　　を用いて解析し、災害時の被害状況などのシミュレーションを行った。2003
　　年度は、主として自然工学的なハード要因に関する解析を行ったが、2004
　　年度以降は、行政対応や住民・コミュニティの意識、活動に関する情報も組
　　み合わせ、ソフト要因に関する解析も行っていく。
5　海外の危機管理研究に関する調査（および、危機管理研究を行う研究所の運営に関する海外
調査）
①アメリカの危機管理研究に関する調査
一73一
　　調査実施日：2003年8月
　　主たる担当者：中邨章
　　概　　　要：アメリカにおける危機管理研究の現状に関する調査。危機管理研究者との意
　　　　　　　　見交換。関連研究機関との折衝。
②ヨーロッパの危機管理研究に関する調査（イギリス、オランダ）
　　調査実地日：2003年9月
　主たる担当者：伊藤剛
　　概　　　要：ヨーロッパにおける危機管理研究に関する調査。オランダでは、ライデン大
　　　　　　　　学のローセンタール教授と、共同研究に関する話し合いを持った。
6　危機管理研究会議の開催（2003年度は6回開催。）
　　　開催　日：2003年8月6日、10月24日、11月12日、2004年1月16日、2月27目、
　　　　　　　　3月19日（予定）
　　会議メンバー：研究者全員ならびに院生RA5名
　　概要：行政における危機と危機管理の理論化に関する、ブレーンストーミング作業。
　　　　　　　　危機管理に関する専門家を招聰してのインタビュー調査。研究方針及び研究
　　　　　　　　所運営方法の決定。
7　危機管理関連の資料収集
①危機管理関連論文（国内、国外）の収集とデータベース化
②神奈川県内各市の地域防災計画の収集
③他の研究機関に関する資料、及びそれらの機関が作製した資料の収集
④危機管理に関連する行政機関の資料
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